
（第５２期）

旭化成アドバンス株式会社

百万円 百万円

（　資　産　の　部　） （ 56,239    ） 　　（　負　債　の　部　）　 ( 36,299    )

  流　動　資　産 49,599      流　動　負　債 32,751    

現 金 及 び 預 金 472        　 0         

受 取 手 形 1,841     668       

電 子 記 録 債 権 8,733     22,321    

売 掛 金 23,349    7,305     

商 品 12,578     　 5         

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 9         697       

前 渡 金 132        　 1,057     

前 払 費 用 11        341       

未 収 入 金 330        　 322       

未 収 消 費 税 等 2,041     7         

立 替 金 83        30        

そ の 他 127       

貸 倒 引 当 金 △106       固　定　負　債 3,548     

  固　定　資　産 6,639     1,950     

7         

有　形　固　定　資　産 400       1,580     

建 物 55        11        

建 物 附 属 設 備 102       

構 築 物 13        　　（　純 資 産 の 部　）　 ( 19,939    )

機 械 及 び 装 置 78        

車 両 運 搬 具 0         　株　主　資　本 19,857    

工 具 、 器 具 及 び 備 品 35        

土 地 105       資　　本　　金 500       

リ ー ス 資 産 11        

建 設 仮 勘 定 1         資 本 剰 余 金 5,306     

120       

無　形　固　定　資　産 1,997     5,186     

ソ フ ト ウ ェ ア 294       

そ の 他 1,703     利 益 剰 余 金 14,051    

5         

投 資 そ の 他 の 資 産 4,242     14,045    

投 資 有 価 証 券 361       14,045    

関 係 会 社 株 式 2,300     

長 期 前 払 費 用 388       　評価・換算差額等 82        

繰 延 税 金 資 産 876       

差 入 保 証 金 316       　 79        

そ の 他 2          　 4         

貸 倒 引 当 金 △0        　

56,239    56,239    

（注）記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示している。

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

未 払 金

貸　 借　 対　 照　 表

（２０２５年３月３１日現在）

科　　　　　目 金　　額 科　　　　　目 金　　額

電 子 記 録 債 務

買 掛 金

短 期 借 入 金

リ ー ス 債 務

未 払 法 人 税 等

支 払 手 形

資　産　合　計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

利 益 準 備 金

未 払 費 用

前 受 金

預 り 金

そ の 他

退 職 給 付 引 当 金

リ ー ス 債 務

預 り 保 証 金

そ の 他

資 本 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金

その他有価証券評価差額金



（第５２期）

損　　益　　計　　算　　書

２０２４年４月　１日から

２０２５年３月３１日まで

旭化成アドバンス株式会社

科　　　　目 金　　　　額

百万円 百万円

売    上    高 69,831         

売  上  原  価 57,415         

売 上 総 利 益 12,415         

販売費及び一般管理費 10,246         

営　業　利　益 2,170          

営 業 外 収 益 322            

受 取 利 息 及 び 配 当 金 309            

そ の 他 13             

営 業 外 費 用 83             

支 払 利 息 65             

為 替 差 損 6              

そ の 他 12             

経　常　利　益 2,409          

特　別　利　益 1              

固 定 資 産 売 却 益 0              

投 資 有 価 証 券 売 却 益 1              

関 係 会 社 清 算 益 0              

特　別　損　失 698            

固 定 資 産 処 分 損 114            

投 資 有 価 証 券 売 却 損 2              

関 係 会 社 株 式 評 価 損 491            

事 業 構 造 改 善 費 用 91             

災 害 に よ る 損 失 1              

税引前当期純利益 1,711          

法人税、住民税及び事業税 696            

法人税等調整額 △111          

当 期 純 利 益 1,126          

（注）記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示している。



（第５２期）

個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準及び評価方法

（１）有価証券

子会社株式及び関連会社株式･･････移動平均法による原価法

その他有価証券

　市場価格のない株式等以外のもの

　　　　　　　　　　　･･････時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

　　　　　　　　　　　　　　　　移動平均法により算定）

　市場価格のない株式等･･････移動平均法による原価法

（２）棚卸資産

商品･･･････････････月次総平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

原材料及び貯蔵品･･･月次総平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

（３）デリバティブ等の評価基準及び評価方法･･････時価法

２．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く）･･････定額法

（２）無形固定資産（リース資産を除く）

　　　　　　　　　･･････ソフトウェア（自社利用）については、社内における利用可能期間（５年）

　　　　　　　　　　　　に基づく定額法

　　　　　　　　　･･････その他の無形固定資産は定額法

（３）リース資産　･･････所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

３．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金･･････債権の貸倒れによる損失に備えるために、一般債権については貸倒実績率により、

　　　　　　　　　　　貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

　　　　　　　　　　　込額を計上している。

（２）退職給付引当金･･････従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の

　　　　　　　　　　　　　見込額に基づき計上している。

　　　　　　　　　　　　　①退職給付見込額の期間帰属方法

　　　　　　　　　　　　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に

　　　　　　　　　　　　　帰属させる方法については、給付算定式基準によっている。



　　　　　　　　　　　　　②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　　　　　　　　　　　　　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

　　　　　　　　　　　　　（10年）による定額法により費用処理している。

　　　　　　　　　　　　　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期

　　　　　　　　　　　　　間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ

　　　　　　　　　　　　　発生の翌事業年度から費用処理している。

４．収益及び費用の計上基準

　　当社は、製品の製造及び商品の仕入販売を主な事業としている。商品の販売については、主として商品

　の引渡時点において顧客が当該商品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断していることか

　ら、顧客に引き渡された時点で収益を認識している。ただし、出荷時から商品の支配が顧客に移転される

　時までの期間が通常の期間である国内販売については、出荷時点で収益を認識している。

　　収益は顧客との契約において約束された対価から、返品、値引き及び割戻し等を控除した著しい減額が

　生じない可能性が高い範囲内の金額で算定している。

　　なお、取引の対価は、履行義務を充足してから主として１年以内に受領しており、重要な金融要素は含

　んでいない。

　　当社が当事者として取引を行っている場合には、顧客から受け取る対価の総額で収益を計上し、当社が

　第三者のために代理人として取引を行っている場合には、手数料の額で収益を計上している。

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

（１）外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

　　　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

　　　している。

（２）ヘッジ会計の方法

　　　繰延ヘッジ処理を採用している。なお、振当処理の要件を満たす為替予約については、振当処理を

　　　採用している。

（３）グループ通算制度の適用

　　　グループ通算制度を適用している。

（会計方針の変更に関する注記）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用

　　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号2022年10月28日。以下

　「2022年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用している。

　　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準

　第20-３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計

　基準適用指針第28号2022年10月28日）第65-２項（２）ただし書きに定める経過的な取扱いに従っている。

　　これによる計算書類に与える影響はない。



（会計上の見積りに関する注記）

　会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る

計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりである。

　棚卸資産の評価

商品の貸借対照表計上額 12,578百万円

　当社は、棚卸資産の貸借対照表価額は取得原価で評価しているが、正味売却価額が取得原価より下落し

ている場合には、正味売却価額で評価し、取得原価との差額を当期の営業費用として処理している。

　営業循環過程から外れた棚卸資産については、将来の販売可能性について合理的に見積り、将来の使用

見込みを考慮して評価損の計上を行っている。

（貸借対照表に関する注記）

１．有形固定資産の減価償却累計額 1,136百万円

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

（１）短期金銭債権 3,540百万円

（２）短期金銭債務 18,027百万円

（損益計算書に関する注記）

関係会社との取引高

（１）営業取引による取引高

　　　売上高 8,680百万円

　　　仕入高 23,776百万円

　　　販売費及び一般管理費 1,126百万円

（２）営業取引以外の取引高 131百万円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

１．当事業年度の末日における発行済株式の総数

　　普通株式 20,001株

２．当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

　　2024年6月28日開催の株主総会において、次のとおり決議している。

　　普通株式の配当に関する事項

（イ）配当金の総額 387百万円

（ロ）１株当たり配当額 19,359円

（ハ）基準日 2024年3月31日

（ニ）効力発生日 2024年6月28日



３．当事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

　　2025年6月27日開催の株主総会において、次のとおり決議を予定している。

　　普通株式の配当に関する事項

（イ）配当金の総額 211百万円

（ロ）配当の原資 利益剰余金

（ハ）１株当たり配当額 10,562円

（ニ）基準日 2025年3月31日

（ホ）効力発生日 2025年6月27日

（税効果会計に関する注記）

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

　繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金の計上等によるものである。

　（内、評価性引当額は186百万円である。）

２．法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理

　　当社は、グループ通算制度を適用している。また「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び

　開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号　2021年8月12日）に従って、法人税及び地方法人税の会計

　処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っている。

　「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立し、

2026年４月１日以降に開始する事業年度から防衛特別法人税が課税されることとなった。

　これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、2026年４月１日に

開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については30.6％から31.5%となる。

　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は15百万円、法人

税等調整額（貸方）が16百万円、それぞれ増加し、その他有価証券評価差額金が1百万円減少している。

（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

　　当社は、主に短期的な運転資金については、当社グループの親会社である旭化成株式会社から、借入で

　調達している。また、余剰資金については、旭化成株式会社へ貸付を行っている。

　　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っている。また、

　投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っている。

　　デリバティブは主に為替の変動リスクに晒されている資産・負債に係るリスクを軽減することを目的と

　して利用しており、投機目的の取引はない。

２．金融商品の時価等に関する事項

　　2025年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりである。

　現金は注記を省略しており、預金、受取手形、電子記録債権、売掛金、未収入金、未収消費税等、

　支払手形、電子記録債務、買掛金、短期借入金、未払金、未払費用及び未払法人税等は短期間で決済され

　るため時価が帳簿価額に近似することから注記を省略している。



（単位：百万円）

（１）デリバティブ取引 5 －     

（２）投資有価証券

　　　その他有価証券 152 －     

（３）（長期）預り保証金 (1,580) －     

（※）負債に計上されているものについては、(   )で示している。

（注１） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

　（１）デリバティブ取引

　　　　為替予約の時価については、金融機関から提示された価格等によっている。

　（２）投資有価証券

　　　　投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっている。

　（３）預り保証金

　　　　預り保証金の時価については、預り期間が見積もれる場合はその期間で割引計算を行っている。

（注２） 非上場株式(貸借対照表計上額209百万円)は、市場価格がないため「（２）投資有価証券」

　　　　 には含めていない。

（注３） 関係会社株式(貸借対照表計上額2,300百万円)は、市場価格がないため注記していない。

（関連当事者との取引に関する注記）

１．親会社及び法人主要株主等

商品の販売
当社商品の販売

（注２・３・４）
売上高 8,177 売掛金 1,619

－ 商品の仕入
商品の購入

（注２・３・５）
仕入高 52,148 買掛金 10,207

資金の借入
資金の借入
（注１）

－ 2,381 短期借入金 7,305

２．子会社及び関連会社等

ASAHI KASEI
ADVANCE

AMERICA,INC.
直接所有　100% － 商品の販売

当社商品の販売
（注３）

売上高 1,652 売掛金 668

ASAHI KASEI
ADVANCE
VIETNAM
CO.,LTD.

直接所有　100% － 商品の販売
当社商品の販売
（注３・６）

売上高 664 売掛金 612子会社

子会社

貸借対照表計上額(※) 時価(※) 差額

科 目
期 末
残 高
（百万円）

取 引 の 内 容 科 目
取 引
金 額
（百万円）

種 類 会 社 等 の 名 称

152

5

(1,580)

取 引
金 額
（百万円）

取 引 の 内 容種 類 会 社 等 の 名 称
当該株式会社の
議 決 権 等 の
所 有 割 合

親会社 旭化成㈱ 直接所有　100%

当該関連当事者の
議 決 権 等 の
所 有 割 合

当該関連当 事者
と の 関 係

当該株式会社の
議 決 権 等 の
所 有 割 合

期 末
残 高
（百万円）

科 目
当該関連当事者の
議 決 権 等 の
所 有 割 合

当該関連当 事者
と の 関 係

科 目



３．兄弟会社等

旭化成国際貿易
（上海）
有限公司

－ － 商品の販売
当社商品の販売
（注３・７）

売上高 4,592 売掛金 1,148

Asahi Kasei
Fibers Italia

s.r.l.
－ － 商品の販売

当社商品の販売
（注３）

売上高 2,860 売掛金 1,183

旭化成建材㈱ － － 商品の仕入
商品の購入

（注２・３・８）
仕入高 10,384 買掛金 3,880

ＰＳジャパン㈱ － － 商品の仕入
商品の購入

（注２・３・９）
仕入高 5,443 買掛金 752

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）資金の借入については、旭化成のグループルールによる。

　　　　なお、資金の借入及び返済の金額は、期首の借入金残高と期末の借入金残高との差額である。

（注２）取引金額には消費税等を含めていない。期末残高には消費税等を含めている。

（注３）価格その他の取引条件は、市場実績を勘案して価格交渉等により決定されている。

（注４）取引金額は総額で記載しているが、当社は代理人としての会計処理を採用し、損益計算書上は

　　　　売上と仕入を相殺した純額で計上している。これらの取引における売上計上金額は相殺後で

　　　　6,046百万円である。

（注５）取引金額は総額で記載しているが、当社は代理人としての会計処理を採用し、損益計算書上は

　　　　売上と仕入を相殺した純額で計上している。これらの取引における仕入計上金額は相殺後で

　　　　22,357百万円である。

（注６）取引金額は総額で記載しているが、当社は代理人としての会計処理を採用し、損益計算書上は

　　　　売上と仕入を相殺した純額で計上している。これらの取引において、売上計上金額は全額相殺

　　　　されている。

（注７）取引金額は総額で記載しているが、当社は代理人としての会計処理を採用し、損益計算書上は

　　　　売上と仕入を相殺した純額で計上している。これらの取引における売上計上金額は相殺後で

　　　　4,592百万円である。

（注８）取引金額は総額で記載しているが、当社は代理人としての会計処理を採用し、損益計算書上は

　　　　売上と仕入を相殺した純額で計上している。これらの取引における仕入計上金額は相殺後で

　　　　499百万円である。

（注９）取引金額は総額で記載しているが、当社は代理人としての会計処理を採用し、損益計算書上は

　　　　売上と仕入を相殺した純額で計上している。これらの取引における仕入計上金額は相殺後で

　　　　114百万円である。

（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 996,912円82銭

１株当たり当期純利益金額 56,284円25銭

（重要な後発事象に関する注記）

　該当事項なし。

会 社 等 の 名 称

親会社の
子会社

親会社の
子会社

親会社の
子会社

科 目
期 末
残 高
（百万円）

親会社の
子会社

当該関連当 事者
と の 関 係

取 引 の 内 容種 類
当該株式会社の
議 決 権 等 の
所 有 割 合

当該関連当事者の
議 決 権 等 の
所 有 割 合

取 引
金 額
（百万円）

科 目



（収益認識に関する注記）

　収益を理解するための基礎となる情報は、「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び

費用の計上基準」に記載の通りである。


